
原告団声明 
 

12 月 4 日 大阪地裁は国に対し 

大飯原発３・４号の設置許可取り消しを命じる 
 

大飯３・４号は地震に耐えられないと、原告の主張を認める判決 

国は控訴を断念して設置許可を取り消し、すべての原発等について耐震性の見直しを行え 
 

本日（12月 4日）大阪地裁の行政訴訟において、大飯原発の基準地震動は過小評価であるとして、

設置許可を取り消せとの判決が出された。これは福島原発事故後に新たに導入された地震動審査ガ

イドの規定を踏まえた結果である。原子力規制委員会は直ちに大飯３・４号の設置許可を取り消し、

国は人々の安全を守るために控訴を断念すべきである。この判決は８年半にわたる長い闘いの成果

である。 
 

原子力規制委員会は、これまで自ら策定したガイドにおける地震規模の「ばらつき」を考慮せよと

の規定を無視し、適用を退けてきた。大飯原発で、基準地震動の基礎となる地震規模を決める入倉・

三宅式は、過去に起こった世界中の 53 個のデータの平均値である。しかし実データはばらついてい

て平均式との間に乖離があり、平均式より大きい地震規模が発生する可能性をはらんでいる。 

この事実に基づいてガイドは、「経験式は平均値としての地震規模を与えるものであることから、

経験式が有するばらつきも考慮されている必要がある」と規定している。この規定について、原子力

規制委員会は 2018 年 12 月 19 日付「新規制基準の考え方[改訂版]」において、「当該経験式の前提と

された観測データとの間の乖離の度合いまでを踏まえる必要があることを意味している」との見解

を出している。 

今年 1月 30 日に裁判長は被告に対してこの乖離の度合いとして、少なくとも標準偏差を考慮して

も、設置許可基準規則 4条 3項が規定する「地震による損傷の防止」が成り立つことを示すよう指示

した。「ばらつき」の考慮が福島事故後に初めて策定されたことの意味を考えるようとも指摘した。

現行では「不確かさ」を考慮した場合の 856 ガルが最大加速度である。それにさらに「ばらつき」の

標準偏差を考慮すれば 1,150 ガルとなる。それでも上記基準規則の成立を示すことが事実上求めら

れたのである。 

ところが被告は、標準偏差は考慮したものの、今度は現行の「不確かさ」考慮をとり払い、現行よ

り低い 812 ガルにしかならないと主張した。これでは裁判長が基準規則適合性を求めた意味が消し

飛んでしまう。 

このような愚論を判決ははっきりと退けた。地震が過去の平均値で起こるとは限らないとの法則

性を裁判所が認定したのである。 
 

原子力規制委員会はこの判決を踏まえて、すべての原発及び原子力施設等について、地震規模（地

震モーメント及びマグニチュード）の見直しを行うべきである。 

関西電力に関しては、大飯原発の地震規模の見直しはもちろんのこと、とりわけ老朽美浜３号炉の

耐震性が大きな問題になる。敷地のほぼ直下にある C断層が現行でも 993 ガルをもたらすが、「ばら

つき」の標準偏差を考慮しただけで 1,330 ガルに跳ね上がる。老朽化に伴う諸問題を抱えながら、こ

のような危険性が放置されてよいはずはない。再稼働を中止し、耐震性の見直しを行うべきである。 
 

全国各地の原発に関して、耐震性の見直しを要求する取組みを協力して進めていこう 
 

2020 年 12 月 4日 おおい原発止めよう裁判の会 


